第46回衆院選挙結果に関する自治労声明
１． 12月16日、第46回総選挙の投開票が行われた。はじめに、この間、全国各地で、組織内・協力候補への支援を中心に、奮闘を重ねていただいたすべての皆さんに深く敬意とお礼を申し上げる。
選挙結果は、民主党が57議席と現有議席を大きく減らし、社民党についても2議席にとどまった。自治労の組織内・協力候補についても、若井康彦さん（千葉13区）と照屋寛徳さん（沖縄2区）の2人の当選にとどまる結果となった。一方で、自民党は294議席、公明党は31議席と大きく勢力を拡大し、「第三極」は、日本維新の会が54議席と、民主党に肩を並べるほどの議席を獲得することとなった。想定を超える、極めて厳しい選挙結果であるが、これらについては、事実として重く受け止めなければならない。　
２．民主党の敗北の要因としては、2009マニフェストの少なくない項目で未達成の課題がありながら、一方で公約にない消費増税を決定したこと、政府・党内部で対立が続き、落ち着いた政権運営にはほど遠かったこと、などが挙げられる。また、振れ幅の大きい小選挙区制のもと、「自民有利」との報道が有権者の心理に影響を与えた可能性も低くないものと思われる。
　いずれにしても、民主党には、党再生にむけた作業を急ぐことが当然求められるが、「壊滅的」とも言える今回の結果を踏まえれば、それはその場しのぎのものであってはならない。
３．この選挙結果により、自公両党は、政権合意の上、月末にも特別国会を開会し、新政権を発足させる見通しである。自民党は「公務員人件費を国・地方で2兆円削減」や「地方公務員の政治的権利を制限するための地公法改正」などを公約としており、公務員、自治労をはじめとする労働組合を抑圧・敵対視する政策を強行することは明らかである。このため、私たちは、知恵と胆力、そして何よりも組合員の団結の再強化により、大胆かつ強靭な政治対応を図り、組合員の利益と地方自治・公共サービスを守り抜く必要がある。
４．さらに、自民党・日本維新の会などは、生活保護をはじめとする社会保障の給付抑制や、労働規制の緩和や最低賃金制度の見直しなどを掲げている。リーマンショックと金融危機によって世界的に破綻が明白となった弱肉強食の新自由主義的な政策に回帰するようなことはあってはならない。また憲法改正を政権公約の重要な柱に掲げる両党は、総計348議席と、衆議院の2/3を超える議席を獲得したことを踏まえ、来年7月の参議院選挙を一つのステップに、参議院での2/3議席の獲得にむけ、連携を強めてくると想定される。東アジア情勢をより緊迫したものにし、国民の権利抑制をもめざすような動きを許してはならない。さらに、両党は、「原発ゼロ」に反対しており、再稼働を含めて原子力政策を推進しようとするものと想定される。福島第一原発事故の真摯な反省と事故後の国民意識・日本社会の実態を踏まえた、再生可能エネルギーへの転換に向け着実に歩みを進めるよう、新政権に迫っていく必要がある。
５．一方、民主党は、その再建・再生に当たって、「一度は民主党を政権党にまで押し上げた民意は何であったのか」を深く問い直すことから始めなければならない。さらに、自民党や日本維新の会などが上記のような方向に日本社会を持っていこうとしていることを踏まえれば、改めて、格差社会からの脱却と困窮する勤労者の生活向上をめざすことを基本に、これらの政治勢力に対抗するリベラル勢力としての立場を再確立することこそが道を切り開くものである。
また、自公両党が、衆議院の2/3を超える議席を獲得した、ということは、なお「ねじれ」が続く参議院がありながらも、衆議院での再議決が可能となったことを意味している。このことも踏まえ、実際の国会においては、民主党の存在意義を国民にしっかりと示すような形での対応こそが求められる。
自治労は、以上のような基本スタンスのもと、より積極的に、党の政策・理念に提言していく。
６．自治労にとって、当面の最大の政治課題は、来年7月に実施される第23回参議院選挙である。参議院では引き続き民主党が第１党を占めており、民主党が再度、政権をめざすためにも、次期参議院選挙は絶対に負けられないたたかいとなる。自治労にとっても、極めて厳しい「ゼロからのスタート」になったという認識のもと、組織内予定候補の「あいはらくみこ」と「武内　則男」（高知選挙区）の必勝をめざし、本部・県本部・単組の連携を強化し一丸となって取り組みを進める必要がある。
さらに、自治労は、連合・公務労協に結集し、また広範な民主的勢力との連帯を強化し、雇用を軸とする安心社会の構築と地域社会を支える公共サービスの発展・強化、民主的かつ近代的な公務員制度の実現と分権・自治の推進など、政策実現に改めて邁進していく所存である。単組・県本部、組合員の皆さんのより一層の結集をお願いする。
2012年12月17日
全日本自治団体労働組合
中央執行委員長　徳永秀昭
